
事業概要シート

≪　≫は、29年度の当初予算

≪

【事業の目的・概要・対象】

【背景】

施策： 高齢者の生きがいづくりと介護予防の推進

事業名： 総合事業　指定事業所サービス事業 現状維持 予算額
237,446 千円
195,197 ≫

財
源
内
訳

国庫支出金 59,359 千円
県支出金 29,678 千円
地方債 千円
その他 65,679 千円
一般財源 82,730 千円

【目的】
要支援1・2及び総合事業対象者に対し、より介護予防に重点を置いた多様な通所・訪問予防サー
ビスを実施することで、要介護者の出現抑制を図る。
【概要】
Ｈ27の介護保険法改正により、予防給付に属した通所・訪問介護サービスが地域支援事業の介護
予防・日常生活支援総合事業に移行することとなった。また、新たな総合事業において緩やかな
基準により事業所のサービスも新たに生まれ、多様な通所サービスを創出し、サービス提供して
いる。
【対象】
要支援1・2及び総合事業対象者

平成27年の介護保険法改正により、今まで全国一律の介護予防給付の通所・訪問介護サービスが地域支援
事業に平成29年3月末までに各市町村は移行することとなる。今までの介護予防給付で実施してきたサー
ビス以外に市町村独自で緩やかな基準の通所サービスの創出、ボランティア、住民主体のサービスの創出
ができるようになった。

担当課 福祉保健部長寿介護課 問合せ先 0957-53-8141（内線89-205）

介護予防訪問介護

介護予防通所介護

介護予防訪問看護

その他の介護予防

介護予防福祉用具貸与

介護予防訪問看護

その他の介護予防

介護予防福祉用具貸与

生きがい対応型通所（みなし）
高齢者活動支援（Ａ型）

地域ふれあい館（Ｂ型）
楽笑会（Ｃ型）

生きがい対応型訪問（みなし）
軽度生活支援員派遣（Ａ型）

地域ヘルプサービス（Ｂ型）
短期集中予防（Ｃ型）

改正後①(介護予防サービス給付費） 改正後②（介護予防・生活支援サービス)現行の介護予防サービス給付費



事業概要シート

【活動指標】

①

②

【成果指標】

①

②

【予算・決算】

指標名 単位
H28

(実績)
H29

(目標)
H30

(目標)
H31

(目標)

指定事業所数（みなし、独自、A型） 目標値 箇所 64 65 65

目標値

H32
(目標)

65 65

指標名 単位
H28

(実績)
H29

(目標)
H30

(目標)
H31

(目標)
H32

(目標)

サービス件数（訪問、通所） 目標値 件 8,524 9,000 9,000 9,000 9,000

目標値

年度 H26 H27 H28 H29 H30 H31 合計
事業費 179,527 195,197 237,446 237,446 849,616

国庫支出金 45,408 48,798 59,359 59,359 212,924
県支出金 22,704 24,399 29,678 29,678 106,459
地方債 0
その他 50,267 54,654 65,679 65,679 236,279
一般財源 61,148 67,346 82,730 82,730 293,954
人件費 145 145 145 145 580
職員 0.02人 0.02人 0.02人 0.02人 0.08人

時間外勤務 0h
嘱託員 0.00人

2次評価 1次評価意見のとおり

妥当性
(市の関与)

介護保険の保険者である市が制度設計、サービス費を賄う責任がある。

有効性
(施策貢献度)

要支援1・2及び総合事業対象者に対し、介護予防に重点を置いた多様な通所・訪問予防サー
ビスを実施するため、介護予防の施策として有効である。

効率性
(コスト)

単価については、第6期介護保険事業計画策定に定めた額であり、第7期計画時に見直しを予
定。

237,591 850,196

1次評価 担当者意見のとおり

フルコスト 0 0 179,672 195,342 237,591


